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This paper aims to c1紅均白es仕uctureof loca1 govemment finance mainly concerned 

wi白血eci吋1engineering works to study on白eplanning of白eurban infrastruc旬re.

The conc1usion are as follows， 

1. After the high e∞nomic grow白，出e位 penditurefor the life environment improvement 

is much larg<紅白組曲eexpenditure for the road. 

2. Lately the main e却 enditureitem in出ecivil engineering expenditure is白ecity 

pl祖国ngexpenditure泊 thebig cities and the middle and sma11 α位es，but白atis白e

roads in白e句，wnSand吋llages.

3. Lately the public sewerョ.geexpenditure泊 thecity planning expenditure is泊cr伺S泊g

泊 出ecities except the big cities. 

4. Lately the ωta1eヰ肥nditure，白eordinary∞ns仕uctionexpendi知reand白ecivil 

engineering works expenditure perαpita are面白白singin the small cities， .the towns and 

villages.百lecivil engineering works eヰ肥nditureper伺 pitais inαeasing泊 bigcities t∞. 
5. It depends on the inα回 seof出ecity p1anning e可児nditureand the housing 

e耳児nditure出at白eci吋1engineering works p紅白pitais incrl伺 sing， and it depend on the 

hぽ伺seof the public sewerage e湾問lditureand the戸rkexpenditure白at血e泊ぽ伺seof 

city p1anning per capita is increasing. 

研究の目的と方法
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人聞が居住し、生活する地域生活空間は、公的財と私的財によって成り立っている。とりわけ、

都市基盤あるいは社会基盤 (infrastructure)と呼ばれる資本財が、都市及び農村の地域生活空間

の内容と質を規定しているといっても過言ではない。

我が固におけるこの社会基盤の整備は古代社会以来営々と礎かれてきたが、とりわけ明治近代国

家の資本体制の成立以後は治山治水、農業基盤、道路、鉄道、港湾、電信など"宮本憲一の定義"
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に従えば「社会的一般労働手段J (し、わゆる産業基盤)を中心に進められ、戦後は、戦災復興期を

経て、高度経済成長期から現在まで、高速道路、新幹線などの産業基盤から住宅、生活道路、下水、

公園といった「社会的共同消費手段J (生活基盤〉までの整備が進められてきている。

これらの社会基盤の整備に関する既往の研究は、国の地域政策や経済政策の側面から分析を試み

ている経済学や公共経済学あるいは財政学の分野において多く存在する。一方、土木・建築学の分

野においては、社会資本の整備水準や都市における施設配置のあり方などに主眼が置かれたものが

多い。しかし、この両者をつなぐ立場から、すなわち、地域の生活空間計画という都市工学的視点

に立ちつつ、社会基盤整備という重要な役割を担っている国や地方自治体の役割や、それを支えて

いる国や地方自治体の財政に焦点を当て、地域生活空間計画のあり方を研究しているものは少ない。

本研究は、上記の地域生活空間計画という都市工学的立場に視点を置きつつ、これまでの国や自

治体の社会基盤整備のための財政政策がどのように展開されてきたのか、その結果、地域において

どのような生活空間が形成されてきたのかを探るために、国および地方自治体の社会基盤整備に関

わる財政支出に注目し、これらの財政構造が、時代によりあるいは地域、都市によりどのように相

違してきたのかを明らかにし、今後の生活空間計画のあり方を検討する一助とすることを目的とし

ている。

研究の方法は、 「日本統計年鑑J、 「日本都市年鑑」、 「財政統計」、 「行政投資J、 「地方財

政統計年報」、 「市町村別決算状況調J、 「類似団体別市町村財政指数表Jなど既存の各種財政統

計書を用い、国及び地方自治体の財政のうち、社会基盤整備に関わる国の公共事業費や地方自治体

の土木費、都市計画費を中心にその財政構造を明らかにする。この際、国及び地方財政の代表的な

歳出項目である民生費や教育費と本研究が直接対象とする社会基盤整備に関する費用との比較、さ

らに、経済的、社会的な時代背景を視野にいれつつその経年変化や地域あるいは都市類型による相

違も明らかにする。

最初に、国の社会基盤投資に関わる財政構造について、戦後の地域政策との関連を考慮しながら

明らかにし、続いて、社会基盤整備に深く関わる行政投資の地域的な配分構造を県単位で明らかに

する。ついで、 「地方財政統計年報Jで扱われている自治体類型の分類に従い、地方全体、都道府

県、特別区、大都市(札幌市、仙台市、川崎市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市、広島市、北

九州市、福岡市)、中都市(人口 10万人以上)、小都市(人口 10万人未満)、町村の社会基盤投資

に関わる財政構造を都市類型ごとに整理する。最後に地方自治体の人口規模別の一人当たりの歳出

額の相違を明らかにし、これまでの地方自治体の社会基盤整備への取り組みの相違を明らかにする。

1 .国の社会基盤投資

1 -1 .国の公共事業関係費

本節で示す内容はすでにおびただしい経済関係文献によって明らかにされていることであるが、

本研究の背景を示すために必要最小限の説明を行う。図 1は国内総支出額の推移と、国の一般会計

及び地方の普通会計の国内総支出に占める比率の推移を示している。戦後の日本経済は、 40年代の

戦後経済復興期、 50年代、 60年代の高度経済成長期から 1913年のオイルショックを転換点として、

10年代、 80年代前半までの安定経済成長期を経て、 80年代後半のパプル経済、そして 90年代からは

低経済成長期に入っていると言われている。この間の経済成長率をみると、高度経済成長期には 10



%台の成長率であったが、安定経済成長期には

5--.，，6%と半減し、 92年以降は3%を割っている。

しかし、国民総支出額は、図 1のように、安定

成長期の10年代、 80年代においても大きく伸び

ている。すなわち、 10年代、 80年代の成長率は

高度経済成長期に比べて落ちているが、絶対額

でみた国民総支出は拡大してきた。一方、中央

・地方歳出比率についてみると、 1910年代まで

は圏内総支出額の 13%前後であったが、 10年代

以降急激に増加し、 80年には18%程度に達して、

その後はやや下降気味に推移している。この国

の一般会計の国内総支出にしめる比率の変化を

戦後の経済と経済政策の変動と照らして考察し

てみると、戦後復興期の昭和20年代前半 (1945

--.，，)は、経済復興策として、いわゆる鉄鋼業を

主とした傾斜生産方式の経済政策がとられ、こ

れを支援する財政の役割も大きく、国民総支出

に占める一般会計の比率は20%前後と戦後最も

高い比率を示している。その後、 50年代及び60

年代の高度経済成長期においては、民間設備投

資の拡大の中で、一般会計の支出額は増大して

いるが、比率では 11%と相対的に低かった。す

なわち、いわゆる高度経済成長とは財政的にみ

れば財政投融資資金の投入等、一般会計以外の

資金及び民間資金の喚起であり、一面、一般会 60 

計資金の不足による社会基盤整備の立ち後れを

示唆しているが、その点は本研究のテーマの一

つである。一方、オイルショック後の10年代の

安定経済成長期に入ると、一転して、景気後退

に合わせて、民間景気への刺激策としての経済

政策から財政政策が重視され、公共投資の拡大

が図られた。その結果1980年には18%にまで拡

大している。しかし、 80年代に入ると、前期の ー

公共投資の拡大のツケとしての多額の赤字国債 寄j
の累積など、財政問題が表面化してきた。これ

に対処するための増税なき財政再建策として、

予算のゼロシーリングなどにより国の財政支出

は抑えられ、比率は下降している。以上のよう
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に、国の財政はその時代の経済政策に規定されながら大きく変動している。このことを前提に、以

降、国と地方の財政構造の変容をみていく。

国の財政構造の変化をみるには、国の国家機能という視点から分類された目的別歳出と、国が行

う施策別に分類された経費別歳出の推移をみる二つの方法があるが、ここでは国の施策が歳出に反

映されている経費別歳出を取り上げる。図 2は国の経費別歳出の主要な歳出項目である公共事業関

係費、社会保障費、文教・科学費について、国の総歳出の中に占めるそれぞれの比率の推移を示し

たものである。また、図 3はそれらの支出額の推移を示している。公共事業は、高度経済成長期か

ら石油ショックまでは、総歳出にしめる比率が社会保障や文教・科学に比べて高く 15--20%を占め

ていたが、その後10、80年代を通じて下降して、ちょうどオイルショックの13年を境に社会保障と

比率が逆転する。しかし、支出額でみる限り 10年代は依然として増大し続け、頭打ち状態になるの

は80年代からである。なお、 90年代に入ってから、全体の国の総歳出が伸び悩んでいる中で、公共

事業のみが急激に伸びているのは、日米貿易交渉の結果として、 90年に策定された公共投資基本計

画による公共投資の増大によっている。一方、社会保障は50年代から60年代中期に向かつて 3%か

ら15%へと上昇し、その後さらに73年に一時的に上昇するが、横遣い状態で今日にいたっている。

高齢化社会への対応が声高に叫ばれ続けて久しいが、財政的にみる限り、社会保障費の大幅な拡大

はみられない。文教・科学は50年代初期に 10%を越えてから70年代中期まで 12--13%で推移し、そ

の後はむしろ下降し 10%を切っている。従って80年代以降、絶対額でも増加していない。

上記の公共事業関係費は、治山・治水、道路整備、住宅市街地、下水道環境衛生、農業農村整備、

林道工業用水整備などの費目の合計となっているが、この中の治山・治水、道路、住宅生活環境

(住宅市街地と下水道環境衛生を合計したもの)の公共事業に占めるそれぞれの比率および支出額

の推移を表したのが図 4、図 5である。高度成長期においては、産業基盤重視施策の中で、道路が

最も高く、とくに、第 1次から第 4次道路建設 5ヶ年計画(昭和54年--66年〉の聞は、国道の舗装

延長や高速自動車道、首都高速道路の整備に重点がおかれ、とくにオリンピックの都市の64年には

52%に達している。その後70年代初期までは高い比率を保つが、以降、減少から横遣い状態である。

この期間に日本の道路整備水準は一定の段階に達したといってよいであろう。一方、道路とは対照

的に住宅生活環境は、 50年代、 60年代を通して1--8%であったが、 70年代に入ってから伸び始め84

年には30%に達し道路に追いついている。図には示していないが、とくに10年代中期以降は住宅生

活環境の中でも下水道環境衛生施設の伸びが住宅を上回っている。一方、この全期聞を通して、治

山治水は20%程度で安定的に推移してきた。

2. 国および地方公共団体による行政投資

前節では、国の経費別分類のなかの公共事業関係費に焦点を当て、国による社会基盤整備の動向

を整理した。しかし、この公共事業関係費は前述のように土木系の経費が主であって、例えば保育

園や学校、文化ホールなどの厚生施設や教育・文化施設系の公共施設は含まれていない。これらを

含めた既存の統計として、表 lに示すような分類に従った行政投資の実績報告がある。これを利用

して社会基盤整備の地域的な相違を明らかにする。

2 - 1 .県別人口と行政投資額

県別人口と歳出総額は図 6に示すように、決定係数 R2=0.9151と強い相関関係にある。一方、
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表 1 行政投資の分類

大分類 | 小分類

生活基盤投資|市町村道，街路，都市計画，

住宅，環境衛生，厚生福祉，

文教施設，水道，下水

産業基盤投資|国県道，港湾，空港，工業用水

農林水産投資|農林水産業関係

国土保全投資|治山治水，海岸保全

その他の投資|失業対策，災害復旧，官庁営繕，

鉄道，地下鉄，電気，ガス

図 7、図 8に示すように、県別人口と生活基盤投資額との関係は R2=O.9747と強い相関関係にあ

るが、産業基盤投資額との関係は R2 = O. 6549とやや相闘が低いロさらに生活基盤と産業基盤の一

人当り投資額と人口との関係を見たのが図 9、図10である。いずれも人口の少ない県でのバラツキ

が大きいが、一人当たり生活基盤投資は全国的にほぼ一定しており、産業基盤投資は人口の少ない

県ほどやや高い傾向にあることが読みとれる。それらを全園地図に表したものが図13、図 14である。
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2 -2. 県別可住地面積と行政投資額

図15は可住地面積当り投資額を示している。一人当たり投資額では地域的な格差はみえなかった

が、可住地面積当り投資額は概ね「中央」日本が大きく、東日本が小さいという地域格差が読みと

れる。さらに、 「中央J日本の中でも首都圏、東海道、中部圏、近畿圏、瀬戸内、北九州等の人口

集中県が大きいロ図 12に示すように、可住地人口密度と歳出額との聞に相闘があり、このように人

口集中地域での可住地面積当たりの投資額が大きくなっている。

生活基盤投資額と産業基盤投資額に分けて可住地面積当り投資額をみると、図16、図17のように、

生活基盤投資の方は「中央J日本地域の中でも関東、中部、近畿、広島、北九州の太平洋ベルト地

帯を中心とする大都市圏で大きく、産業基盤投資の方は生活基盤投資の高い圏域とその周辺を取り

込んだ広い地域において大きくなっている。このように生活基盤投資の方はより人口密度と相関し、

産業基盤投資はそれよりも分散することがわかる。図18の「農林水産」は当然であるが、東北、北

陸、紀伊、山陰、南四国、南九州といった大都市園以外で大きい。ちなみに、図では示してないが

「国土保全Jは台風通過地域である西日本が大きく、地下鉄などの「その他Jは生活基盤と同様に

大都市圏で大きい。

図19--21は可住地面積当たり生活基盤投資額の内訳の地域的な配分を示しているが、 「道路Jは

大都市圏域で大きく、 「街路j 、 「都市計画」は道路よりさらに大都市圏域に集中している。 r下

水」は大都市圏域が最も大きいが、その周辺もやや大きい。このように都市基盤に関連する費目は

当然の事ながら大都市部に集中しており、その結果からまた「都市」を形成していく様子が示され

ている。

つぎに、行政投資の地域配分の経年変化をみる。図23、24は、昭和54年度の可住地あたり生活基

盤投資と産業基盤投資の指数表示であるが、平成 5年度と基本的な配分構造に変わりなく、生活基

盤、産業基盤とも「中央J日本の大都市固に集中しているロただし、大都市圏への集中の度合い

〈指数の格差)は平成 5年度の方が大きくなっており、かつての高度経済成長期における行政投資

の大都市圏への集中とは、質的には産業基盤から生活基盤へとシフトはしているが、行政投資の大

都市圏への集中が再び始まっているのではないかと考えられる。

3. 地方自治体による社会基盤投資

3 - 1. 全地方自治体による社会基盤投資

地方全体の財政支出の園内総支出に占める比率の推移は、先の図 1でみるように、戦災復興期を

除いて国の比率より 1--2%上回りながらほぼ国の推移と一致している。この地方財政の歳出構造

の変化を目的別分類に従ってその比率と歳出額をみたのが図25と図26である。時代により各費目の

構成比率に若干の違いはあるが、大筋でみれば、地方財政の歳出構造は土木費が15--25%、教育費

が20--27%、民生費、総務費が6-12%前後、農水費が6--10%とみてよい。これらの構成比率の推

移をみると、土木費は、大きな傾向として国の公共事業関係費と類似しており、 50年代、 60年代の

高度経済成長期に増大するが、石油ショック以後は極端に減少し、その後は横這い状態であったが、

パプル経済後半の87年以降再び上昇している。一方、教育費も固と同様に、 50年代を最高に70年代

前期を除けば減少し続けている。民生費は福祉元年と言われた73年に一時的にやや上昇するが、社

会保障の充実の必要性がいわれながら、地方財政の中で占める比率も国と同様大きな変化はみられ
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ない。農水費は60年代初期の 10%からほぼ一貫して減少しており、現在では 6%を占めるに過ぎな

い。以上のように地方の歳出の構造及び推移が国のそれと類似しているのは、 3 割行政と拘~t脅され

るように地方の行政が大きく各省庁の費目別補助金に依存する「補助金行政」である以上、当然の

帰結ではある。なお、地方財政の歳出費目の階層的構造を表 2に示しておく。

3 -2. 都道府県の社会基盤投資 表 2 地方財政歳出の目的別分類

図26に示すように、都道府県の支出の中で大 ( 款項目)

きな比率を占めるのは、教育費と土木費である。

戦後はそれぞれ教育費は25--35%、土木費は15

--25%の聞で推移しており、ついで農水費は10

--15%で、教育費と農水費の比率は地方全体の

平均と比較すると約 5%高く、逆に、民生費は

5--10%で地方全体より約 5%低い。

図21は土木費の内訳のうち、道路橋梁費、都

市計画費、住宅費、河川海岸費を取り上げてそ

の推移を示したものであるが、最も大きい比率

を占めているのは道路橋梁費で35-40%である。

つぎに河川海岸費が25%前後で続き、都市計画

費、住宅費、港湾費と続く。道路橋梁はどの時

代も40%でほぼ一定である。住宅は全体にやや

減少傾向にあり、都市計画は10年代前期までと、

80年代中期以降の比率がやや高い。

以上が都道府県の財政の主要な費目の歳出構

造であるが、以下で述べる市町村の歳出構造と

の大きな違いをまとめておくと、都道府県は市

町村に比べ、教育費と農水費の比率が高く、民

生費が低い。土木費については比率はほぼ同じ

である。しかしその内訳は県は道路橋梁と河川

海岸の比率が高く、市町村は市民の生活に密着

した都市計画や民生費の比率が高くなっている。

3 -3. 特別区の社会基盤投資

図28は、特別区について、全歳出額に占める

土木費の比率(棒グラフ)と、その土木費の内

訳の一部である道路橋梁費、都市計画費の土木

費全体の中で占める比率(折れ線グラフ)の推

移を重ねて示したものである。また、図29は、

都市計画費の一部である街路費、公園費、区画

整理費が都市計画費全体の中で占める比率の推

移を示したものである。なお、表 2に示すよう
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に、 77年に都市計画費の内訳の分類方法が変更

され、それまでの「公共下水費」と「都市下水

費」が統合されて「下水道費」に、 「区画整理

等費」に含まれていた「公園費」が分離して独

立の費目に計上されるようになった。従って、

以下の各自治体類型の都市計画の内訳図におい

ては、 76年以前と 77年の以後の二つの分類凡例

を示し、両年の間は「街路費J以外の費目は不

連続線としている。

以上の統計上の制約に留意して特別区につい

てみると、図28に示すように、土木費はオリン

ピックの準備の始まった61年から 5年ほどの聞

に、比率で約 2倍という急激な伸びを示し、そ

の後、 80年代半ばまで減少の一途をたどりパプ

ル経済時に再び上昇する。なお、この土木費の

比率はつぎの大都市に比べると 10%前後低く、

一方、特別区における民生費の比率は大都市の

20%に比べて30%台と高い。

土木費の内訳をみると、 60年代後半から道路

橋梁費が急激に減少し、ちょうどこれとは逆に

都市計画費が増大している。このように土木費

の60年代後半からの減少は道路橋梁費の減少で

あり、 80年代後半からの伸びは都市計画費の増

大によっている。さらに、図29は都市計画費の

内訳を示しているが、先に述べたように17年に

歳出費目が変更された結果、図のように区画整

理費は不連続となっているが、 17年の公園費に

区画整理費を加えると 76年の区画整理費に相当

する。従って、 70年代前半の都市計画費はほと

んど公園費であったと読みとれる。このように

70年代は公園の比率が圧倒的に高かったが、 80

年代に入ると減少し、 80年代半ばから区画整理

が増大している。なお、区画整理の中には市街

地再開発費も含まれていることから、このバプ 40 

ル経済期の区画整理の増大は、この時期の都心

部での再開発によるものと考えられる。なお、

80年代前期から公園の比率が減少しているが、

絶対額は80年代前半を除いて 70年代から一貫し
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て上昇しており、とくに91年は突出している。

まとめると、特別区においては、すでに60年

代後半には社会基盤の投資は道路から都市計画

へ移行し、その都市計画の主要な投資は公園で

あるが、 80年代に入ると市街地開発への投資も

拡大してきている。なお、下水については特別

区では一般会計に計上されていない。

3 -4，大都市の社会基盤投資

図30に示すように、大都市の財政支出の中で

最も大きな比率を占めるのは土木費である。他

の都市類型より約 10%ほど高く 20-40%を占め、

とくに高度経済成長期の伸びが大きく、 64年に

は一気に40%近くに達している。 70年代から80

年代前半までは30%前後で推移するが、 80年代

後半になると再び増大してきている。 つぎに、

図31、図32で土木費と都市計画費の内訳につい

てみてみる。道路橋梁費と住宅費は20%前後の

推移に対して、都市計画費は40--50%と道路橋

梁費の 2倍以上の比率を占める。前述したよう

に都道府県においては、逆に道路が都市計画の

2倍以上の比率を占めており、両者の聞に際だ

った違いがある。大都市での住宅費は、 60年代

後期から 80年代中期まで、道路の比率を超えて

いたが、それ以降は再び道路の比率を下まわっ

ている。つぎに、都市計画費の内訳をみると、 80 

街路費は60年代後期に最も高かったが、 70年代 的

中期にはピーク時の約1/2の比率に落ち込んで 40 

いる。逆に、 60年代後期から 80年代中期にかけ

て伸びてきたのは下水道費であるが、この下水

道も 80年代中期以降は減少傾向に入り、変わっ

て公園が増大してきている。一方、区画整理費

は70年代中期をピークに減少してきている。こ

のようにみてくると、大都市における都市計画

への投資は、区画整理、街路から下水、下水か

ら公園へと生活基盤の中でも道路などの基幹施

設から下水、公園などのアメニティ施設へと移

行していく様子が窺える。

3 -5，中都市、小都市の社会基盤投資
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図33 中、小都市の都市計画費内訳の推移
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図34 中都市の土木費内訳の推移
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図35 小都市の土木費内訳の推移
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図36 町村の土木費とその内訳の推移
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図37 町村の都市計画費内訳の推移
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中、小都市の土木費は全体の中で 10-25%を占めるが、その推移は図32に示すように、 50年代か

ら60年代後期にかけて急速に伸び、その後10年代前期に-s.比率を下げ、 10年代後期から再びわず

かに上昇してきている。このように全体の推移は大都市と変わらないがその比率の変動幅は小さい。

つぎに図33.......図35は中、小都市と中都市、小都市の土木費と都市計画費の内訳を示している。中

都市における都市計画費と道路橋梁費の比率の関係は大都市に類似しており、すでに60年代後半か

ら都市計画費が道路橋梁費の 2倍以上の比率を占めるが、小都市においては、ようやく 10年代後期

に入って都市計画費が道路橋梁費に追いつき、現在では道路のほぼ1.5倍強となっている。住宅に

ついてはいずれも 10年代中期をピークにわずかに減少傾向にある。中、小都市の都市計画費の内訳

は図33のように、 10年代中期以降下水道費の比率がやや高くなるのが特徴である。土木費に占める

比率は下水のつぎに区画整理、街路、公園と続くが、それぞれの比率はほとんど差がなく、変動も

少ない。図では示していないが、中都市と小都市に分けてこれらの推移をみると、小都市において

はより一層差がなく変動も少ない。このように小さな自治体ほど前年度の実績を踏まえて財政支出

額を決めていく、いわゆる増分主義の財政構造が認められる。

3 -6. 町村の財政支出

町村の財政支出の中で最も大きな比率を占めるのは教育費で15.......25%である。ついで、総務費が

15.......23%、土木費と農水費が10.......18%であり、他の都市類型に比べて土木費の比率が低く、総務費

や農水費が高い。図36に示すように、主木費の推移は53年頃に-s.低くなり、その後10年代初期ま

で上昇するが、上昇率は他の都市類型に比べれば低く、また、バプル経済期の伸びもない。土木費

の内訳は、道路橋梁費が60%前後と圧倒的に高いが、 10年代半ばからやや下がり、逆に都市計画費

が伸びてきている。都市計画費の伸びは下水道費の伸びによっている。しかし、依然として道路橋

梁費が都市計画の約 2倍を占めている。

以上、第 3節をまとめると、

1 .地方財政支出の中では土木費と教育費が大きな比率を占めている。土木費は高度経済成長期

以後は減少してきたが、パプル経済に入って再び増大してきている。

2. 大都市、中都市も土木費は、 61年から10年にかけての高度経済成長期の 10年間で比率におい

て約2.5倍の伸びを示すが、特別区は61年から65年の半期で約2.5倍の伸びに達している。いず

れも10年代以降は減少し横遣いが続くが、パプル経済とともに再び上昇してくる。町村の土木

費は60年代後半にやや伸びる程度でほとんど変化がない。

3. 土木費の内訳は大都市は都市計画費が最も高くついで住宅費、道路橋梁費の順である。一方、

中、小都市は都市計画費、道路橋梁費、住宅費の順である口特別区は80年代前半までは道路橋

梁費が都市計画費を上まわっており、それ以降に都市計画費が道路橋梁費をまわる。

4. 都市計画費の内訳のうち、街路費は大都市、中、小都市、町村のいずれにおいても10年代半

ばから比率を落としてきている。街路費の比率の減少に呼応するように比率が伸びてきている

のは、いずれも下水道費である。ただし、大都市の下水道費は80年代後半には比率が下がり、

代わって公園費が伸びてきている。特別区は80年代半ばからの公園費の比率の減少が大きく、

逆に区整理等費の比率がやや高くなってきている。特別区の街路費は一貫して低い。

5. 以上、社会基盤の整備に大きく関わる土木費だけを取り上げても、その内訳は都市類型によ

り、またその時代の経済的背景により相違がみられる。
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4. 地方自治体の人口規模別一人当た

り歳出額

表3 類似団体分類〈上段:都市、下段:町村) 数字は対象団体数

前節までは、社会基盤整備に関わる

国の公共事業関係費や地方自治体類型

ごとの土木費等の動向、さらに、行政

投資実績の地域性についてみてきたが、

ここではもう少し市町村レベルでの歳

出構造の変遷や相違を明らかにするた

めに、一人当たり歳出額を指標に分析

する。

一人当たり歳出額の大小をもって自

治体聞のストックとしての行政水準や

社会基盤の水準を比較することはでき

ないが、フローにおける自治体の社会

基盤等への投資意向はみることができ

る。従って一人当たり歳出額を

産業 構造

-35千人

35 ~ 55 
55 ~ 80 
80 - 130 
130 - 230 
230 - 430 
430-

産業 構造

-3.5子人

3.5 - 5.5 
5.5 ~ 8 
8 ~ 13 
13 ~ 18 
18 ~ 23 
23 ~ 28 
28 ~ 35 
35-

2、3次95%以上
3次 3次
60%以上 60%未満

3 6 
4 18 
24 29 
13 24 
15 11 
15 2 
8 

2次、 3次85%以上
3次50%~ 3次50%~

29 34 
15 33 
27 60 
72 122 
66 56 
51 39 
33 25 
35 15 
25 5 

2、3次85-95% 2、3次85%未満

3次 3次 3次 3次
55%以上 55%未満 50%以上 50%未満

12 23 23 38 
34 53 18 20 
24 22 7 4 
22 17 
12 
10 

2次、 3次 2次、 3次 2次、 3次
75%-85 65%-75 65%未満

68 96 97 
97 117 100 
136 128 94 
178 130 80 
101 48 23 
51 21 9 
23 4 2 
8 2 
4 

指標として自治体の財政構造の

都市間比較や経年的変化を分析

すれば、各自治体が社会基盤整

備に対してどのように取り組ん

できたかを明らかにすることが

表4 人口規模別各蔵出項目の一人当たり歳出額の推移

できる。

分析に際しては、図38のよう

に、横軸を対数軸とし、都市・

町村の人口を、縦軸には各歳出

項目の一人当たり歳出額をとり、

各都市の歳出額をプロットし、

2次から 4次の近似曲線を描き、

人口(千人)

総額(百円)

普通事業

土 木

道路橋梁

都市計画

宅

3.2 
564 
7996 
14.2 
252 
2819 
] 1. 2 
114 
1108 
9. 7 
79 
627 
8.0 
12 
55 
4.4 
14 
163 
11.5 

10 32 
431 355 
5119 3239 
11. 9 9. 1 
177 132 
1727 1005 
9.7 7.6 
78 64 
739 546 
9.5 8.5 
57 43 
385 224 
6.7 5.2 。17 
128 230 

13.7 
8 7 
83 42 

10.0 5.9 

このパターンに注目して分析し 上段 :70年中段 :90年下段:指数

100 
337 
2356 
7.0 
115 
651 
5.7 
73 
529 
7.3 
36 
142 
3. 9 
31 
296 
9.4 
10 
38 
3.7 

320 1000 3200 全 国

377 474 628 464 
2468 3578 5683 3438 
6.6 7.6 9. 1 7.4 
127 168 237 164 
666 1051 1805 983 
5.3 6.3 7.6 5.9 
104 157 232 151 
688 1022 1533 1011 
6.6 6.5 6.6 6.7 
36 44 58 29 
140 219 377 206 
3.9 5.0 6.5 7. 1 
39 65 158 69 
349 505 970 534 
8.8 7.8 6.2 7. 7 
18 30 47 29 
72 144 254 264 
4.0 4.7 5.4 9 

た。近似曲線のあてはめのよさは、結論的にいえば、都市計画関係の各費目については 2次より 4

次の方がよく、その他の費目は 2次と 4次の聞に大きな相違はなかった。従って、図の都市計画費

は4次曲線、その他は 2次曲線を示し、また図中の数字は、それぞれの曲線へのあてはめの良さを

示す決定係数である。なお、プロットした都市は、各時期とも「類似団体別市町村財政指数表」に

おいて人口と産業構造比率の組み合わせで類型化された都市と町村(表 3に91年を例に、人口分類

と産業構造分類の組み合わせを示している)、これに県庁所在都市を加えたものである。なお、先

の第 2節で、県レベルでの一人当たり生活基盤投資額と産業基盤投資額を人口別にみているが、生

活基盤については全体に人口別に大きな差はなく、産業基盤はやや人口の少ない県が高いという結

果が得られている。



4 - 1 .歳出総額

図38""40はそれぞれ、 1965年と 70年、 91年におけ

る人口別一人当たりの歳出総額を示し、表 4は各歳

出項目別に、近似曲線から求められた70年と 91年に

おける人口規模別の一人当たり歳出額と 70年を 1と

した場合の91年の指数を示している。図39、40をみ

ると、 91年の一人当たり総額は70年に比べて、人口

3万人前後より小さい市町村において他の自治体よ

り相対的に大きくなってきている。これに対し、 70

年の一人当たり総額は相対的に大都市において大き

い。また、 90年の決定係数はo.88と65年、 70年に比

べて高く、図は省略しであるが、 70年以降の75年、

79年、 85年の近似曲線を追ってみると、小市町村の 初

m 
歳出額が相対的に高くなる 91年のパターンに収散し 10 

てきている。このことから、 70年代初期までの高度

経済路線の結果として生じてきた地域間格差や過疎

問題の解決策のーっとして、町村や小都市に対する

財政的措置が取られ続けていることが読みとれる。

このことは表 4の人口規模別にみた総額の推移表か

らも明らかであり、ほぼ 3万人未満の市町村におい

ては、 70年に対する 90年の歳出の指数はいずれの支

出項目においても 9"'14倍と他都市に比べて高い。

4 -2. 民生費

以下、土木費、都市計画費を中心に分析を進める

が、地方自治体の主要な経費である民生費、教育費

についても比較のために概観しておく o 一人当たり

民生費については、図41のように、近似曲線でみる

限り、小市町村と大都市においてやや高い傾向があ

るが決定係数の低さが示すように各都市問でバラツ

キがあり、総額やつぎに述べる教育費、土木費に比

べて、同じ規模の都市においても変動が大きい。

4 -3.教育費

一人当たり教育費については、図42のように 10万

人以下の都市になると、人口規模の小さい町村ほど

教育費は大きい。近似曲線の決定係数は0.81と高く、

経年的にみると、 70年のO.31から順次高くなってお

りこの例年のパターンに収敬してきている。

4 -4. 衛生費
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図43のように、パターンとしては総額のパターン

に近いが、総額に比べて大都市での歳出額がやや高

くなってい。近似曲線への当てはめは比較的よく決

定係数も高い。

4 -5. 農水費

図44のように、 3万人以下の市町村から一人当た

りの歳出額が上昇する。 3万人以上の都市では差が

ない。

4 -6. 普通建設事業費

図45、46は社会基盤整備に関わる普通建設事業費

(土木系の他、教育施設、公民館の建設費などを含

めている)の70年と 91年を示しているが、両国を比

較すると、 70年は91年に比べて大都市における歳出

額が相対的に高く、石油ショック直前の高度経済成

長期末期まで、大都市における普通建設事業費が高

かったことを示している。またこの時期の一人当た

り歳出額は同じ規模の都市聞においても格差が大き

かったが、 91年においては、一部大都市を除いて、

近似曲線上に収倣してきている。

4 -7. 土木費

図47、48に示す土木費について、まず、普通建設

事業費と比較してみると、概略的にみれば普通建設

事業費の一人当たりの歳出額は、都市間比較をすれ

ば、人口の 4万人未満の小都市、町村の方が高いの

に対し、、土木費は中、大都市の方が高い。とくに

91年はこの傾向が強い。ただし、 70年においては、

普通建設事業は大都市においても高い。土木費につ

いて10年と 91年を比べると、 91年は 1万人以下の市

町村においての歳出額が大きくなっているのが特徴

で、全体には大都市と町村での歳出額がほぼ等しい

鍋底型のパターンとなっている。

4 -8. 道路橋梁費

図49、50をみると、 70年と 91年は、ともに、町村、

小都市が最も大きく、ついで大都市、中都市となる。

両図のパターンは類似しているが、それぞれの都市

における歳出額の推移を表 4でみると、中都市より

小都市や町村、大都市において伸びが大きく、曲線

の傾きが両サイドで大きくなっている。また、 70年
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の方が近似曲線からの振幅が大きい。

4 - g. 都市計画費

図51、52に示す都市計画費は人口規模に従って歳

出額が大きくなり、他の歳出項目のように、町村や

小都市において歳出額が高くなるという傾向は認め

られない。 70年と 91年を比べると、パターン図と表

4からわかるように、 91年には10万人未満の小都市

において歳出額が大きく伸びているのがわかる。後

に述べるが、要因は下水道費と公園費の増大にある。

また、大都市においては、近似曲線から大きく離れ

た歳出額の大きい都市が現れるが、 91年を例に図55

以下をよく観察すると、特化している要因として、

都市によって下水道費以外の街路費や区画整理費、

公園費などがあげられ、それぞれ要因が異なる。

4 -1 O. 住宅費

住宅費については、図53、54から、まず、 70年に

おいては、比較的人口規模に応じて歳出額が増大し

ていき、とくに大都市において相対的に高いことが

わかる。しかし、 91年になると大都市の歳出額は、

70年より相対的に低くなり、逆におよそ 3万人以下

の町村、小都市において高くなってきており、鍋底

型のパターンを示す。一方、大都市はいくつか特徴

的な都市がある。

4 - 1 1. 街路費、区画整理費、下水道費、公園費

以下、図55--60で都市計画費の内訳である街路費、

区画整理費〈再開発費含む〉、下水道費、公園費に

ついてみる。 4つの費目について全体のパターンを

眺めてみると、いずれも人口順に歳出額が増大して

いくが、下水道費、公園費は、街路費や区画整理費

等に比べて町村、小都市において相対的に大きい。

とくに、下水道費と公園費について、 85年と 91年の

パターンを比較すると、下水道費は近年、 10万人前

後の都市において相対的に高くなっており、公園は

3万人以下の市町村で相対的に高くなってきている。

しかし、決定係数が示すように、いずれの費目も各

都市単位でみると個々の歳出額の振幅は大きく、同

じ規模の都市でも、その都市の事情を反映して、生

活基盤の整備に対する重点施策の違いが現れている o
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4 -1 2. 総務費、公債費

上記以外の地方自治体の主な歳出費目である総務

費、公債費のパターン図を図61、図62掲載しておく。

4 -1 3 地方交付税

最後に、地方自治体の社会基盤整備の主要な財源

である国からの地方交付税と国庫支出金について少

し触れておくと、図63、図64は10年と 91年における

人口別一人当たり地方交付税を示しているが、前節

の歳出総額の項で述べた近年における小市町村での

一人当たり歳出額の増大が、地域間格差の是正とし

ての財政的措置であることを裏付けているといえる。

10年と 91年を比較すると、 10年に比べて91年の方が

歳出額と同様に 3万人以下の市町村において、他の

市町村より相対的に一人当たり地方交付税が大きく、

小市町村への財政的措置が行われているといえる。

ちなみに、 92年の大都市、都市、町村における地方

交付税の歳入全体に占める比率はそれぞれ平均で5.

2%、13.5%、34.1%である。ここでも中間の都市

の図は省略しているが、 10年から順次91年のパター

ンに近づき、決定係数もO.84から0.94と高くなって

きている

4 -1 4 国庫支出金

一方、地方自治体にとってもう一つの大きな財源

である国の補助金についてみると、図65のように、

各類似団体ごとにバラツキがあり、同じ人口規模の

都市でも格差がある。地方交付税のように自治体の

人口や財政規模等をもとに算出されるものと違って、

ある程度各自治体の施策に応じて支出されているこ

とが窺える。

以上、第 4節をまとめると、

1 .一人当たり歳出額の指標でみる限り、 10年か

ら91年までの人口別規模別パターンは、経年的

にみると、大都市および町村、小都市における

歳出額は、常に中都市より大きく、とくに、近

年は町村、小都市における歳出額の伸びが大き

い。このことは、地方自治体の歳入の一部であ

る地方交付税交付金の経年的変化においても認

められ、高度経済成長期以降の地方に対する財
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政政策の一つの流れとして、小規模自治体おけ

る財政支出の拡大があったことを示している。

人口過疎化は町村部ほど深刻であり、かつ一人 12 千円

当たり歳出額に与える影響は相対的に大きく、 10 

その点が反映していることも考慮しておく必要

がある。

2. 上記の全体的な傾向の中で、社会基盤整備に

関係する普通建設事業費や土木費は、とくに町

村、小都市において増大してきている。しかし、

土木費は町村、小都市の伸びだけでなく、大都

市においても依然として、中都市類型に比べて

相対的に高い。

3. 土木費の町村、小都市における歳出額の増大

は、その内訳である都市計画費や住宅費の増大

によっている。

4. 上記の町村、小都市における都市計画費の増

大は、下水道費と公園費の増大によっている。

5. 以上のように、極めてマクロな観察であるが、

地方財政の支出構造の変化を人口規模別及び歳

出項目別にみると、都市規槙や時代的変遷の中

で自治体の歳出における重点項目は変わってき

ている。

本研究は地域生活空間の整備を社会基盤整備に関

わる財政支出の側面から分析することを試みている

が、本稿はその第一段階として、マクロ的な状況を

整理した。こんごはさらに地域、都市での生活空間

整備と財政の関係における法則化の探求と、ひいて

は財政面からみた地域生活空間計画のあり方に論を

進めたい。
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